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○新規就漁者支援補助金交付要綱 

平成28年３月30日告示第19号 

改正 

令和４年４月８日告示第27号 

新規就漁者支援補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１ この要綱は、地域産業の重要な柱を担う漁業を志す者の就漁活動を支援するために行う新規

就漁者支援対策事業（以下「事業」という。）の実施に関し必要な事項を定め、予算の範囲内で、

野田村補助金交付規則（昭和43年野田村規則第５号。以下「規則」という。）及びこの要綱によ

り補助金を交付する。 

（基本方針） 

第２ 事業は、村の水産振興の中核となる担い手の確保及び育成を図ることを目的として、新規就

漁者の安定した漁業経営とゆとりある生活基盤の確立を支援するため実施するものとする。 

（定義） 

第３ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 就漁 収入の大半を漁業に求めるために漁業に就くことをいう。 

(２) 新規就漁者 新たに就漁した者をいう。 

(３) 地域再生営漁計画 漁業者が中心となって、水産物の安定生産供給及び漁場の適切な管理

並びに担い手の確保育成などについて、村内の漁業協同組合（以下「漁業協同組合」という。）

が策定した計画をいう。 

(４) 雇用就漁型 自営の個人（親元を含む。）から就漁の対価として報酬を得る型をいう。 

(５) 自営就漁型 就漁の対価の有無にかかわらず、独立を目標として、漁業に就く型（親元で

の就漁を含む。）をいう。 

(６) 営漁実習支援者 新規就漁者に対し、漁業技術及び経営の指導を実施する個人（漁業協同

組合の正組合員の資格を有する者に限る。）又は漁業団体（漁業協同組合に所属する漁業団体

に限る。）をいう。ただし、新規就漁者の直系尊属を除く。 

（補助金の交付対象者） 

第４ 補助金の交付対象者（以下「事業実施主体」という。）は、地域再生営漁計画を策定した村

内の漁業協同組合とする。 

（事業の対象者） 
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第５ 事業の対象となる新規就漁者は、次に掲げる要件のいずれにも該当する者とする。 

(１) 村内に住所を有する者、若しくは村外からの転入者で、引き続き村内に居住し、かつ５年

間以上村内で就漁すると認められる者 

(２) 申請時点において、満55歳に達していない者 

(３) 国又は他の地方公共団体等が実施する漁業者育成に関する補助金等の対象になっていない

者 

(４) 村が実施する漁業担い手育成関係事業に参画する意欲を有する者 

(５) 申請時点において、村税、国民健康保険税、介護保険料その他村に対する債務を滞納して

いない者 

２ 前項にかかわらず、特に支援が必要と村長が認めた者は、事業の対象者とする。 

（研修） 

第６ 自営就漁型の者は、親元で就漁する場合を除き、原則、営漁実習支援者から漁業研修を受け

るものとする。ただし、研修期間は１年以内とする。 

２ 研修を受け入れる営漁実習支援者は、新規就漁者研修受入承諾書（様式第３号）を事業実施主

体に提出する。 

（支援措置） 

第７ 村は、必要に応じて次の支援措置を講ずるものとする。ただし、１人の新規就漁者につき３

年間を限度とする。 

(１) 新規就漁者に対する新規就漁補助金の支給等 

ア 新規就漁補助金（１人あたり月額） 

 雇用就漁型 自営就漁型 

初年次 100,000円 100,000円 

２年次 ― 80,000円 

３年次 ― 50,000円 

イ 家賃の助成 借家に限り、新規就漁補助金の支給期間を上限に、月額１万5,000円を限度と

し家賃月額の２分の１に相当する額を助成する。ただし、他の補助金等の対象となっている

場合を除く。 

(２) 営漁実習支援者補助金の支給 

第６に規定する新規就漁者の研修を受け入れた営漁実習支援者に対して、研修期間を上限に
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営漁実習支援者補助金を交付する。ただし、支援する新規就漁者の数に係わらず月額５万円を

限度とする。 

２ 就漁型を移行する場合の支給は、雇用就漁型から自営就漁型に期間を空けず移行する場合に限

り対象とする。この場合の支給額は、移行元の受給期間を除いた移行先の支給対象期間に対応し

た額とする。この場合、第６第１項は適用しない。 

３ 支給期間は、交付決定のあった月から起算する。 

４ 事業実施主体からの申請は、各年度の支給対象期間に応じ、各年度に行う。 

５ 事業実施主体は、漁業技術及び経営の指導並びに資機材導入制度等の指導及び助言をするもの

とする。 

（事業の認定申請） 

第８ 事業の認定を受けようとする事業実施主体は、新規就漁者支援対策事業認定申請書（様式第

１号。以下「認定申請書」という。）に関係書類を添えて、村長に提出するものとする。 

（事業の認定等） 

第９ 村長は、第８の規定により提出された認定申請書について、必要な指導、調整を行うととも

に、事業の認定の可否を決定するものとする。 

２ 村長は、前項の規定により事業の認定を行ったときは、新規就漁者支援対策事業認定書（様式

第２号。以下「認定書」という。）を申請者に交付し、認定をしなかったときはその旨を申請者

に通知するものとする。 

（認定の取消し及び補助金の返還） 

第10 村長は、事業実施主体が次の各号のいずれかに該当するときは、その認定を取り消し、補助

金等の一部又は全部の返還を命ずることができるものとする。 

(１) 申請に不正があったことが判明したとき。 

(２) この要綱の条項に違反したとき。 

(３) 事業の推進上支障があると村長が判断したとき。 

（前金払い） 

第11 補助金の前金払いを請求するときは、新規就漁者支援補助金前金払請求書（様式第９号）に

村長が必要と認める書類を添えて、村長に提出しなければならない。 

２ 前金払いは当該年度の補助額の９割以内又は半年分のいずれか低い額とする。 

（提出書類及び提出期日） 

第12 規則に定める書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は別表のとおりとする。 
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（補則） 

第13 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、村長が別に定める。 

別表（第12関係） 

条項 提出書類及び添付書類 様式 提出期限 

規則第４条の規

定による書類 

新規就漁者支援補助金申請書 

１ 認定申請書及び認定書の写し 

２ 居住する場所及び賃料がわかる

書類（家賃助成を受けようとする

場合） 

３ その他村長が必要と認める書類 

第４号 事業認定後15日以内 

規則第６条の規

定による書類 

新規就漁者支援補助金変更（中止）

承認申請書 

１ その他村長が必要と認める書類 

第５号 当該事業の変更の生じた日

から15日以内 

規則第13条の規

定による書類 

新規就漁者支援補助金請求書 

１ 活動証明書 

２ 活動日誌 

３ その他村長が必要と認める書類 

第６号 

 

第７号 

第８号 

事業完了後15日以内。ただ

し当該年度末以内とする。 
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様式第１号（第８関係） 
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様式第２号（第９関係） 

 

様式第３号（第６関係） 
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様式第４号（別表関係） 

 

様式第５号（別表関係） 
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様式第６号（別表関係） 

 

様式第７号（第６条関係） 
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様式第８号（別表関係） 

 

様式第９号（第11関係） 

 


